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緒言
特定給食施設における給食運営では，喫食
者の健康維持・増進に寄与するための的確な
経営管理が重要である1）。Cannら2）は，大学
に勤めるさまざまな業種の従業員約11,000名
を対象に，2000年から2004年の 5 年間に収集
した2,029件のインシデントレポートを解析
し，インシデント発生件数がもっとも多かっ
た業種は給食業務であることを見出した。ま
た，大量調理を行う施設では，作業従事者の
安全確保に向けた取り組みが各施設の現状
に応じて実施されている3, 4）ことも報告され
ている。これらは，給食運営には，給食業務
に従事する作業員が安全に作業できる環境づ
くりが重要であることを示している。管理栄
養士養成課程では，管理栄養士養成施設カリ
キュラムの「専門分野」の 1 つである「給食
経営管理論」5）の実習（以下，給食経営管理
実習）の授業が開講される。実習を行う給食
経営管理実習室では，運営やシステムの学修
に加えて大量調理が行われる。当該実習室に
は大量調理専用の大型調理機器が数多く設置
されており，学生はこれらの機器を操作して
実習作業を行う。給食業務は，専従で仕事を
している専門職であってもインシデントが多
いことが指摘されている2）ため，大量調理の
技術に習熟していない学生が実習する授業で
は，インシデントだけでなくアクシデントも
起こりうると推察される。そのため，担当教
員は給食経営管理実習を安全に遂行できるよ
う，実習環境を十分に整える必要がある。ま
た，管理栄養士養成施設の給食経営管理実習
における 1 グループの平均人数は10.7名と報
告されているが 6），この人数は，床面積70～
127 m2，設計食数200～800食の 5 つの中規模
社員食堂で厨房業務に従事する作業員数であ
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る 2 ～ 7 名7）より多い。そのため，安全面へ
の配慮，殊に適切な作業スペースの確保が必
要であると示唆される。
金城学院大学 生活環境学部 食環境栄養学
科（以下，本学科）の給食経営管理実習室の
うち，大型調理機器が複数設置され厨房とし
ての機能を果たす主調理室では，10名程度の
学生が 1 グループとして加熱調理および盛り
付け業務を行っている。これは，前述の管理
栄養士養成施設の平均人数 6）と同程度であ
る。これまでに我々は，本学科の給食経営管
理実習室の主調理室について，動線に適切な
通路幅が確保されているかを検討する調査 8）
と，実習作業に必要な作業スペースの広さお
よび実習中の動きやすさに関する調査 9）を実
施し，報告した。通路幅を検討した前者の研
究では，同主調理室の通路幅を実測し，20歳
代日本人女性の平均値（身長157.9 cm，体重
51.8 kg）10）と同程度の身長および体重を有す
る成人女性 2 名による，通路内でのすれ違い
の可否を検討した。その結果，通路を挟んで
大型機器が向かい合って設置されている箇所
の中には，機器の扉開放時にすれ違うことが
できない通路や，背中合わせでなければすれ
違うことができない通路があったことを報告
した 8）。また，作業スペースの広さと実習中
の動きやすさを検討した後者の研究では，あ
らかじめ区分したゾーン別の広さと動きやす
さを当該実習受講学生に対する質問紙法に
よって調査した。その結果，作業スペースの
広さについて「狭かった」，実習中の動きや
すさについて「動きにくかった」と回答した
学生の割合の高い箇所があることが示され，
改善の必要性を見出した 9）。これらの研究結
果 8, 9）を基に，本学科では，給食経営管理実
習における安全確保のため，厨房設計企業か
らのアドバイスを参考にし，給食経営管理実
習室のレイアウトを変更した。X年度末にレ
イアウト変更を実施し，X年度翌年度に変更
後のレイアウトで実習を行った。
本研究では，作業スペースやゾーンのレイ
アウトおよび動線の調査結果 8, 9）に基づく，
安全に配慮した本学科給食経営管理実習室の
レイアウト変更が，当該実習の安全性を向上
させるかについて，受講学生の自己評価を分
析することで明らかにした。
方法
1．給食経営管理実習室での実習内容および
実習室のレイアウト変更の概要
本学科給食経営管理実習室は，管理栄養士
養成施設の指定基準11）に従い，「大量調理施
設衛生管理マニュアル」12）に準拠した調理施
設設備を有している。実習の運営については，
既報 9）の通りである。調査対象年度の実習時
の提供献立は， 8 班すべてにおいて主食，主
菜，副菜，汁物，デザートの組み合わせであっ
た。主食は白飯，主菜はスチームコンベクショ
ンオーブンを利用した加熱調理による肉もし
くは魚料理と付け合わせ，副菜は電磁コンロ
もしくはガス回転釜を用いた加熱調理による
ソテー，煮物もしくは炒め煮，汁物はガス回
転釜を用いて調理し，デザートはガスコンロ
もしくは電磁コンロによる加熱調理後，ブラ
ストチラーもしくは冷蔵庫での冷却によるゼ
リーもしくは寒天寄せであった。調理および
作業の詳細な流れは，先行研究 9）において
報告した。
本学科給食経営管理実習室のレイアウト
は，X年度末に変更し，先行研究 8, 9）におい
て改善が必要と考察された箇所について，不
足していた通路幅や作業スペースの拡張を
図った。レイアウト変更前には，ブラストチ
ラーとスチームコンベクションオーブンを使
用する学生が同一通路内で作業を行っていた
が，レイアウト変更により，それぞれ異なる
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通路に立って作業をすることが可能となっ
た。
2 ．調査対象および調査方法
調査対象者は，本学科の給食経営管理実習
を受講した女子学生で，レイアウト変更前で
あるX年度（以下，変更前年度）の受講者84
名，レイアウト変更後であるX年度翌年度（以
下，変更後年度）の受講者81名の，計165名
とした。学生の実習作業遂行時の安全性が向
上したか否かを，レイアウトの変更前年度と
変更後年度における，学生自身による実習の
目標到達の自己評価の比較により検討した。
自己評価を用いて検討した理由は，授業評価
パターン自体は特定の集団によって形成され
たものではなく，授業そのものの評価を反映
していることや，授業評価および受講学生の
自己評価を分析し，各項目の平均評定値を比
較した結果，年度，学部，出席回数等の違い
によらず，平均評定値はきわめて類似したパ
ターンを示したこと13）が報告されているた
めである。対象者は100食の給食提供を行う
実習の終了後，設定された目標に対する自己
評価を，予め配布したA4 判の評価用紙に自
由記述方式で回答した。目標については，伊
丹14）を参考に担当の教員および助教で授業
の到達目標に関連する内容を設定した。評価
用紙について，調査年度以前に本学科の給食
経営管理実習を履修，単位取得した学生 8 名
を対象に仮の調査を実施し，文意が不明瞭で
ないか，解釈の多義性がないか，調査対象に
見合った表現が用いられているか等を検討
し，確認した。本研究で解析および分析対象
とした学生に自己評価させた評価項目は，実
習作業中の安全性を反映する設問である “け
がや火傷のない安全な作業を心がけることが
できましたか”（以下，“安全”）である。学
生には，自身の実習作業を振り返り，“安全”
の目標を十分に達成できたか，安全な作業を
行うためにどのような点に留意したか，作業
中のどのような場面で危険を感じたか等につ
いて，1 ～ 2 文程度の簡潔な文章で回答する
よう指示した。
倫理的配慮として，本研究は，金城学院
大学「ヒトを対象とする研究に関する倫理
審査委員会」の承認を得た上で（承認番号
H13009号），金城学院大学で定められた「授
業において受講生から情報・データ等を収集
する際のガイドライン」に沿って実施された。
3 ．解析および分析方法
“安全”に対する自由記述はその内容に基
づき，「プラス評価」「マイナス評価」の 2 つ
に分類した。本研究では，記述内容から，記
述した学生が“安全”の目標を概ね達成でき
たと感じていると判断された場合を「プラス
評価」，目標の達成には至らない特筆すべき
事項があったと感じていると判断された場合
を「マイナス評価」とした。例えば，「怪我
なく作業できた」は「プラス評価」，「下処理
の際に包丁で手を切ってしまった」は「マイ
ナス評価」とした。 1 名の記述の中に 2 つ以
上の内容を含む場合は，それぞれの内容を
別々に分類した。「プラス評価」あるいは「マ
イナス評価」に振り分けた記述は，カテゴリ
カルデータ化するため，前者を 1 ，後者を 0
とそれぞれ表した。年度ごとの「プラス評
価」および「マイナス評価」の回答割合は，
Pearsonのカイ 2 乗検定を用いて比較した。
カテゴリカルデータの解析は，有意水準を
5 %と定め，統計ソフト（IBM SPSS Statistics 
version 22; IBM Corporation, Somers, NY, USA）
を用いて実施した。自由記述によって得られ
たテキストデータの分析は，テキスト型デー
タ解析用フリーソフトウェアとして公開され
て い る KH Coder（http://khc.sourceforge.net/）
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を用いて実施した。KH Coder は，その内部
で形態素解析ソフトであるChaSenを利用し
ており，対象とするテキストにおける各語の
出現回数等の分析や，抽出された語と語の関
係の推定が可能である15）。KH Coder を用い
てテキストの分かち書きおよびキーワードの
抽出を行い，各年度における頻出語を集計し
た。さらに，年度間で記述内容の特徴に違い
が見られるかを検討するため，文単位での
「プラス評価」か「マイナス評価」かの解析
に加えて，出現頻度の高い語や特徴的な語の
比較といった語単位での詳細な分析を，共起
ネットワーク分析を用いて行った。この分析
により，各年度と関わりの深い語を抽出した。
抽出条件は，単語間の共起関係を表す指標と
して広く用いられる Jaccard 係数が 0.1以上の
共起関係を示す語16）とした。
結果
調査対象とした165名のうち，無回答の 7  
名を除いた158名を本研究の解析対象とした。
レイアウトの変更前年度および変更後年度の
受講者の有効回答率は，それぞれ 97.6%（84
名中82名），93.8%（81名中76名）であった。“安
全”に対する自由記述について，年度間の「プ
ラス評価」および「マイナス評価」の回答割
合を，表 1 に示した。 1 名の評価の中に 2 つ
の内容を含む場合が，変更前年度に 6 件，変
更後年度に 1 件あったため，延べデータ数は，
変更前年度が90件，変更後年度が82件であっ
た。年度間の「プラス評価」および「マイナ
ス評価」の回答割合に有意差はなかった。変
更前年度および変更後年度において， 出現頻
度が 5 回以上の名詞を抽出し，表 2 に示した。
変更前年度のみ抽出された名詞は「自分」「ス
チームコンベクションオーブン」，変更後年
度のみ抽出された名詞は「全員」「周り」で
あった。共起ネットワーク分析の結果を図 1
に示した。変更前年度とのみ共起関係が示さ
れた名詞は「器具」「下処理」「実習」「自分」
「使用」「十分」「スチームコンベクションオー
ブン」，変更後年度とのみ共起関係が示され
た名詞は「鍋」であった。
考察
本研究は，本学科給食経営管理実習室の安
全に配慮したレイアウト変更が，実習作業遂
行時の実際の安全性向上に関連するか否か
を，当該実習受講学生の自己評価を分析およ
び解析することで検討した。
当該実習室のレイアウト変更の前後で，授
業評価のうち，“安全”に対する回答の「プ
ラス評価」および「マイナス評価」の割合に
年度間の違いはなく，いずれの年度も「プラ
表１．“安全”に対するレイアウトの変更前年度および変更後年度の「プラス評価」および
　　　「マイナス評価」の回答割合
変更前年度（n = 90） 変更後年度（n = 82）
p 値†
n （%） n （%）
プラス評価 78 （86.7） 73 （89.0）
0.637
マイナス評価 12 （13.3） 9 （11.0）
　“安全”：けがや火傷のない安全な作業を心がけることができましたか
　　†カイ 2 乗検定による有意確率
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図１．レイアウトの変更前年度および変更後年度と各語との共起ネットワーク図
　　　各年度と Jaccard 係数 0.1 以上の特徴語との共起関係を図示した。
表２．レイアウトの変更前年度および変更後年度における自由記述中の出現頻度 5回以上の名詞
変更前年度（延べ266語） 変更後年度（延べ275語）
抽出語 出現頻度（回） 抽出語 出現頻度（回）
怪我 35 怪我 35
安全 25 安全 26
作業 21 作業 24
注意 14 声 19
火傷 11 火傷 16
人 9 包丁 11
行動 7 人 6
自分 7 全員 6
スチームコンベクションオーブン 6 行動 5
声 6 周り 5
調理 6 注意 5
包丁 5 調理 5
金城学院大学論集　自然科学編　第12巻第 1 号 2015年 9 月
― 22 ―
ス評価」が 8 割以上を占めていた。語単位で
の分析を行ったところ，自由記述中の「ス
チームコンベクションオーブン」の出現回数
が，レイアウトの変更前年度は 6 回であった
が，変更後年度は 3 回と半減した。給食経営
管理実習で取り扱った献立の組み合わせと
利用する大型調理機器の作業計画に，年度間
で違いはなく，変更前年度と比較して変更後
年度でスチームコンベクションオーブンを使
う機会が大きく減少したとは考えにくい。そ
こで，年度間で記述内容の特徴に違いが見ら
れるかを詳細に検討するため，共起ネット
ワーク分析を行った。共起ネットワーク分析
は，文からその文を特徴づける語（特徴語）
の抽出を行い，特徴語同士の共起関係をネッ
トワーク図に示すことで，語の出現回数から
のみでは判明しない語同士のつながりの強さ
を明らかにできるとされている。共起ネット
ワーク分析の結果，「スチームコンベクショ
ンオーブン」が変更前年度の記述内容を特徴
的に示す語の 1 つとして抽出された。これら
のことから，変更前年度では学生が実習作業
中にスチームコンベクションオーブン関連で
安全性を意識する機会が多く，実習後にもそ
れが印象に残っていたために当該機器に関す
る記述が多かった可能性が推察される。変更
前年度のレイアウトでは，スチームコンベク
ションオーブンはブラストチラーと斜めに向
かい合って設置されていた。このため，それ
ぞれの機器を使用する学生が同一通路内で作
業を行っており，学生同士のすれ違いが多く，
いずれかの機器の扉を開放している間は背中
合わせでもすれ違うことができなかった 8）。
このことが，安全性を損ねる一因となってい
たと予測される。実際に，変更前年度には「ス
チームコンベクションオーブンとブラストチ
ラーが近く，スチームコンベクションオーブ
ンの人と連携をとり，怪我のないように心が
けた」と記述された回答があり，スチームコ
ンベクションオーブンやブラストチラーを使
用する際や，機器間の通路を通行する際に，
学生が動線の交差や行動の制限を感じていた
様子が窺える。スチームコンベクションオー
ブンの転回により，変更後年度のレイアウト
では，スチームコンベクションオーブンを使
用する学生と，ブラストチラーを使用する学
生が異なる通路に立って作業を行うことが可
能となり，すれ違いの機会が減少し，動線の
交差が解消されたと考えられる。大量調理を
行う施設における，作業従事者の安全確保を
目的とした環境整備の一環として，Ratliff 4）
は調理作業を行う区域のレイアウトを，作業
従事者同士の動線の交差が最小限になるよう
考慮して設計することを挙げている。また，
「学校給食調理従事者研修マニュアル」17）で
は，食品の二次汚染の防止や作業の合理化の
ためにも，作業動線の交差を極力少なくする
ことが望ましいとされている。実際に，変更
前年度にはスチームコンベクションオーブン
とブラストチラー間において動線の交差や行
動の制限があったことを示唆する回答があっ
たが，変更後年度にはそのような回答はな
かった。前述の通り，スチームコンベクショ
ンオーブンは肉または魚を加熱調理するた
め，ブラストチラーは加熱後の調理品を冷却
するために，それぞれ使用する。すなわち，
スチームコンベクションオーブンとブラスト
チラーを使用する学生の動線が交差すること
は，加熱前の食材と加熱後の調理品が同時間
帯に同一通路上を通る可能性があることを示
す。本学科実習室のレイアウト変更により，
動線の交差の機会が減少したとすると，実習
作業時の安全性が向上したことに加えて，食
品の二次汚染リスクの軽減にもつながったと
示唆される。
本研究では，作業スペースやゾーンのレイ
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アウトおよび動線に関する調査結果 8, 9）を基
にした本学科給食経営管理実習室におけるレ
イアウト変更が，当該実習の実際の安全性向
上に関連するかを，当該実習受講学生の実習
後の自己評価を分析および解析することで検
討した。レイアウト変更により，スチームコン
ベクションオーブンとブラストチラーを使用す
る学生が，それぞれ異なる通路に立って作業
することが可能となり，自己評価の分析およ
び解析結果から，両機器周辺の動線の交差が
解消したことが示唆された。以上のことから，
変更前年度よりも変更後年度において，実習
作業の安全性が向上した可能性が示された。
本研究の結果から，給食経営管理実習にお
ける学生の実習作業中の安全性を確保するた
めには，施設の現状に合わせた実習室のレイ
アウトを検討することが有効であると示唆さ
れた。本研究のように軽微なレイアウト変更
であっても，現状を把握した上で，学生の実
習中の動線を考慮し，より効率よく作業でき
るよう工夫した変更を行うことで，安全性の
向上を十分に期待できると示された。このた
め，既設の実習室では，まず大型調理機器間
の通路幅の実測により，適切な通路幅の目安
となる幅18）よりも狭い箇所を明示するとと
もに，実際に実習を行った学生を対象に，実
習作業に必要な作業スペースの広さと実習中
の動きやすさに関する調査を行い，作業中に
動きづらさを感じた者の多かった箇所を明ら
かにした上でレイアウト変更を行うことで，
安全性を確保した実習室になると考える。
本研究の限界点は，次の 2 点である。 1 点
目は，変更前年度と変更後年度の調査対象が
それぞれ異なる集団であることと，実習室で
作業を行う人数等にわずかながら差異が生じ
ていたことが，本研究結果に影響した可能性
がある点である。このため，実習室のレイア
ウトを変更したことと，実習作業の安全性が
向上したこととの因果関係を明らかにするこ
とはできなかった。2 点目は，調査対象となっ
た学生の作業が個々人で異なったため，すべ
ての学生が同一の動線で大型調理機器を操作
する条件での調査ではなく，実際に機器を使
用していない学生の評価も含めた，極めて限
定的な条件での調査の結果であるという点で
ある。今後は，安全性に配慮したレイアウト
変更の実施と授業の総合評価等との関連を検
討し，学生にとって安全かつ有意義な授業を
運営するために効果的な実習室レイアウトの
特徴を明らかにしたい。
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